





















































































































































































1999 年まで、2000 年から 2009 年の民主党政権交
代まで、2009 年から 2012 年 12 月の第 2 次安倍
内閣登場まで、2012 年 12 月から 2014 年 11 月ま
で、である。






































































































































































































えば、朝日新聞 2000 年 3 月 2 日付の社説「肥大
化が止まらない」は、子会社を通じて通信事業
に進出する方針に関して、改めて批判を提起し





























































































説を 2000 年から 2001 年の 2 年間、3 本掲載し
た。その後は、2004 年 12 月 22 日付社説で一連
の不祥事に対する経営委員会の責任を追及する社
説を掲載したが、2005 年 1 月の朝日新聞の報道
以降、関連社説を 2005 年一年間だけで 5 本掲載
































































































は、2000 年以前には 2 本しかなかった。ところ
が、2004 年の「不祥事」問題では、続けて 3 本
の社説を掲載するなど、高い関心を見せた。そ
して、次のピークは、「NHK 慰安婦番組」をめ
ぐってであった。問題が浮上した 2005 年 1 月か





























































































2 − 4　 民主党政権時代、各新聞のNHK関連社
説の分析
　2009 年 7 月の総選挙では民主党が圧勝し、国
民新党との連立政権が登場した。2012 年 12 月に
また自民・公明の連立に政権が再び交代するまで
の 3 年余り、NHK問題が新聞社説で取り上げら





























































































2 − 5　 第二次安倍政権以降の各新聞のNHK関
連社説の分析
　2012 年 12 月に第二次安倍内閣が登場して以来、
新聞社説で取り上げられるNHK問題は、もっぱ
ら「政治」との関係についてであった。朝日新聞




　2013 年 11 月 18 日、朝日新聞は、『これで公
正・中立な公共放送が保たれるのだろうか。』と
始まる社説で、次のように述べた。

































































































































































　毎日新聞では、2013 年 11 月 2 日付けの社説を
皮切りに、9 本の社説で、「NHKの問題」が取り
上げられている34）。



























































































































































































































































































例代表モデル（parliamentary or proportional 
representation）、市民的または企業的モデル
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